
評価基準書
項目 提出書類・提案内容

① 事業者概要書（提案様式第1号）及び添付書類

② 事業者の定款・寄付行為・その他これらに相当する書類

③ 登記事項証明書（履歴事項全部証明書）

④
直近3事業年度分の財務諸表
（貸借対照表・損益計算書・キャッシュフロー計算書）

⑤
直近3事業年度分の法人税の申告書
（別表一（一）　別表四　別表五（一）別表五（二））

⑥
直近3事業年度分の法人税・消費税及び所得税申告書の受付書の写し
（税務署の受付印のあるもの、またはe-TaXの受付結果通知）

⑦ 直近3事業年度分の事業概況書

⑧
就業規則・給与規定
（常勤職員・パートアルバイト含む。労働基準監督署の受付印があるも
の）

⑨ 直近の労働保険料申告書の写し

⑩ 直近の社会保険料納入告知書（納付書）の写し

⑪ 業務実績調書（提案様式第2号）

⑫ 職員配置予定報告書（提案様式第3号）

⑬ マニュアル報告書（提案様式第4号）

⑭ 作業動線図（提案様式第5号）2日分作成＜資料6＞参照

⑮ 作業工程表（任意様式）2日分作成＜資料6＞参照

⑯ 巡回指導体制報告書（提案様式6号）

⑰ 実施方針等（提案様式第7号）

⑱ 研修報告書（計画書）（提案様式8号）

⑲ 人権問題への取り組み（提案様式9号）

⑳ 災害時等の業務履行体制提案書（提案様式10号）

㉑ 災害時協力体制提案書（提案様式11号）

㉒ 業務報告に関する提案（任意様式）

㉓ 残菜縮減への取り組みに関する提案（任意様式）

㉔ 地域・学校との連携に関する提案（任意様式）

㉕ その他事業者からの提案（任意様式）

㉖ 業務履行期間の収支計画書（任意様式）

㉗ 配置人員単価見積書（任意様式）

・入札参加停止措置等状況調書の措置状況に
　基づき次のとおり減点
　　入札参加停止措置の有無（3点）
　　入札参加除外措置の有無（6点）
　　契約解除措置の有無（4点）
　　文書による警告の有無（2点）

(4)従事者の人材育成 10

入札参加停止措置等状況調書（提案様式第12号）㉘

・過去の研修実績と受託後の研修計画につて
　評価
・人権問題への取り組みについて評価

・災害時等に契約業務を適正に履行するため
　の交通手段や人員確保等の社内体制を評価
・災害時の本市への協力体制について評価

10

50

・業務履行期間の収支計画書、配置人員単価
　見積書及び提案内容全体を踏まえ、提案額と
　その実現根拠について評価

　提案上限額：308,100,000円
　最高評価相当額：215,670,000円
　（消費税及び地方消費税を含む）

提案額と実現根拠

合計 200点

・地域社会や学校との連携を通じて、給食の
　質の向上や食育の推進についてどのように
　貢献できるかについて評価

(6)業務報告

・事業者の強みや特色を活かした独自の
　提案があるか評価

３
.
そ
の
他
の
提
案

(1)残渣縮減への取り組み 10
・残食を減らすための取り組みについて具体的
　な提案内容が示されているか、また実現可能
　性についての説明があるか評価

(2)地域・学校との連携 6

減点評価
過去の処分履歴等
【対象期間】
公募開始日から起算し過去3年間まで
の処分歴等
【対象契約】
本市、国、他の地方自治体

減点

最大
15点

４
.
提
案
額

(3)その他事業者からの提案 4

２
.
 
仕
様
書
事
項
の
履
行

(1)人員体制 20
・配置予定の職員数及び責任者等の経験年数等
　を評価
・緊急時要員（急な欠員時）の対応を評価

10

・受託業務を行う中、仕様書記載の委託者や
　学校長等への提出書類について、遅延や
　記入漏れ、内容の不備を防ぎ、報告の質を
　確保するための体制についての提案と
　なっているか評価

(3)調理対応 25
・ドライシステム運用、事故対応、食物アレル
　ギー除去食及び嚥下食対応・調理器具の考え
　方等について評価

(2)衛生管理方針 25

・各種マニュアルの整備状況について評価
・献立例に応じた作業動線図及び作業工程表
　の内容を評価
・巡回指導体制の有無や衛生指導内容に
　ついて評価

(5)危機管理体制

評価ポイント 配点 評価内容

1
.
事
業
者
の
基
盤

(1)事業者概要等 8
・提出書類に基づき事業者の概要等について
　評価

(3)労務管理体制 6
・提出書類に基づき社会保険労務士の助言を
　受け労務管理体制について評価

(2)財務健全性 10
・提出書類に基づき税理士の助言を受け
　財務健全性について評価

(4)過去の業務実績 6
・受託数、給食センター・自校方式の実績、
　ドライシステム、ドライ運用の経験 を評価


